
長岡貞男 氏： 

　基調講演を踏まえまして、今後日本の経済の中で

サービス産業を中心に生産性の向上を図っていくた

めにはどのような政策課題があり、どういう経営の

戦略、あるいは政策的な対応をしていったらいいの

か、更にこの分野ではまだ解明が進んでいない、例

えば統計整備や今後の研究課題といった面も含めま

して議論ができたらと思っております。

　今日は最初に、黒田先生からのプレゼンテーショ

ンをお願いいたします。黒田先生は日本の産業統計

を組織的に整備される研究を長く続けていらっしゃ

いまして、今回はそういう研究も踏まえまして、今

後のサービス産業の生産性向上策を考えていく上で

どういう統計的な問題があるかにつきプレゼンテー

ションをお願いしたいと思います。

黒田昌裕 氏：

　内閣府の研究所は GDP 統計を作っており、四半

期ごとの QE 四半期報を出しております。また、年

報というのを出しており、その中で、intangible 

asset をどのように扱っていくかが、非常に大き

な課題になっています。国民経済計算というのは、

System of National Account SNA, と呼んで

おりますが、SNA というのは国連の作成基準があ

り、その作成基準に従って各国が比較可能なデータ

を国民経済計算という体系でまとめることになって

おります。日本で始めたのは 1968 年の国連の勧

告に基づいて、70 年から SNA 体系を作り出した

のですが、93 年の SNA 基準体系が出て、その基

準に従って数年前、93SNA という体系に移った

ところです。グローバリゼーションの関係もあっ

て、世界の経済が大きく変化していますし、今ま

で考えられなかった、例えば R&D であるとか、そ

れ以外の intangible asset をどう扱うかというこ

とが SNA 体系の中でも大きな議論になっており、

2008 年に 93SNA の更に改定基準が国連から示
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されるという形になっております。国連、OECD

等でいろいろな議論が始まっていますが、まだまだ

intangible asset の扱い方については煮詰まって

いない部分もあり、これからの課題でもあるのです

が、それをどうやって捉えていくかは非常に各国が

注目しているところです。先ほどの基調講演でプロ

ダクティビティをどう捉えるかを大きな問題とし、

マクロで捉えるか、産業別で捉えるか、更にエンジ

ニアの方と話しますと、産業別のプロダクティビ

ティは技術進歩だと申し上げると、どういう技術進

歩に結びつくのだという話になってしまうので、も

う少し商品をブレークダウンしたところで、エンジ

ニアの方とも議論できるような形で、どういうとこ

ろに日本の弱さや強さがあるのか、明示できるよう

な形で生産性を測定しなくてはいけないのではない

かと考えております。

　1987 年にソローという MIT の教授が生産性パ

ラドックスという言い方をして、アメリカの経済は

IT 投資以外のところでは非常に順調にいっている

が、IT 投資がかなり進んでいるにも関わらず、生

産性の尺度でみるとあまり向上しているようには見

えない。これが 80 年代後半のソローのメッセージ

です。

　それから生産性の測定についてはいろいろな

議論が起きました。例えば、グリーンスパンは

conceptualization problem といって IT の効果

がうまく計られるような価格指数や、産出量の変

化が統計上捉えられていないのではないか、その

結果として生産性に上昇が見られないのではない

かということでいろいろな議論がわき上がりまし

た。90 年に入りますと、その邉は大分改定されま

した。アメリカのクリントン大統領のときの財務長

官をしていたルービンの話の中に非常におもしろい

話があります。90 年代中ごろになって、アメリカ

の経済はかなり順調になります。その順調になった

理由をルービンは、一つ目として fiscal policy が

うまくいって皆に安心を与えたのだろうと言ってい

ます。二つ目は IT 投資がアメリカの生産性上昇を

支えているのだろうと。しかし同時にヨーロッパ

のドイツや日本でも IT 投資が順調に行われている

にも関わらず、そちらの方の生産性はあまり伸び

ていない、一体どうしてなのだろう。三つ目、アメ

リカのカルチャーやヒストリーがいろいろなアメリ

カ人のリスクをテイクする、チャレンジを好むと

いった心理から来ている、そういうことがうまく生

産性向上に結びついたのではないか。四つ目は労働

市場が非常にフレキシブルで、その結果資源配分が

うまくいった為、アメリカの経済は順調にいったの

ではないか。日本はおそらく労働市場のモビリティ

が欠けるところがあって、あまり生産性が向上して

いないのではないだろうか。五番目で非常におもし

ろいのは、アメリカのマーケットというのは非常に

オープンであって、そのことが外国企業を次々に国

内に入れてくることになりました。それは、昔から

の伝統的な比較優位論やオープンマーケットの話に

なるのですが、その時に、グリーンスパンがサジェ

ストして、実はそのことは単に外国企業との競争だ

けではなく、外国企業が入ってくることによって国

内企業間の競争が進んで、結果的に生産性を上げる

ことになった事が非常に大きな要素だと言っていま

す。特にこの中で四番目や五番目は、日本の制度、

マーケットのモビリティの問題、規制緩和の問題、

intangible asset の問題等いろいろ関わってくる

問題だと考えております。

　本日の話は最初に少し、日本の過去の経済成長と

のからみで、果たして 1990 年代以降のバブルが

はじけた後も含めまして、日本の低成長は、生産性

という立場から見たらどういう姿だったかをご覧い

ただきます。その中でサービス産業の生産性が足を

引っ張っていることが見えるとしたら、一体その生

産性を上げるための intangible asset というのは
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どういうことなのか、またその測定という観点から

いきますと、まだ達成できていない要素があります

ので、いくつかご指摘申し上げたいと思います。使っ

たデータは日本に産業連関表というのがありまし

て、1960 年から５年おきに作っており、非常に

細かい産業、約 400 位の商品に分けて、産業連関

表を使って生産性を測定することができます。ここ

での生産性は、TFP、total factor productivity

も し く は multinational factor productivity と

いうことになります。産業連関表の構造というの

は、ＡからＬまで投入側、産出側について商品を約

350 から 400 に分けて、それを三角化という形

で並べ替えをすることができます。建設業とか、自

動車はほとんど最終消費、最終需要になります。そ

れからサービスというのは、いろいろなところに

インプットしているという構造を持っております。

従って、サービスというのが諸々の製造業のイン

プットになっている訳ですから、サービス産業の生

産性がどうなるかということは、その上位にある産

業の生産性に非常に大きな影響を与えるということ

になります。

　例えば、最終商品にパーソナル・コンピュータを

デリバーするということになると、またコンピュー

タそのものを投資財として最終需要へいくというこ

とになり、実はコンピュータ産業の生産性は、コン

ピュータを作るためですからもちろん影響する訳で

すが、例えばシリコンがどういう生産過程にあるか、

そのシリコンから作ってきたシリコンプロダクトは

どうなっているか、それから半導体はどうなってい

るか、半導体のインプットがアプライドの電子機器

にどう入っているか、ということになります。すべ

て下にある産業がある種のプロダクト・チェーンみ

たいな形で連鎖を作っていて、それぞれの生産性が

すべて、パーソナル・コンピュータを生産するとき

の生産性に関わってくるということになります。　

　そのときにいろいろなサービスをインプットし

ている訳ですから、それも影響することになりま

す。そこで二つのメジャーを考えてみました。一つ

は今の最終的なパーソナル・コンピュータ自身のそ

の商品の生産性がどうなっているか、total factor 

productivity がどうなっているかという点。中間

投入として、エネルギーや原材料、サービスがどう

投入されているか。それから資本や労働をどれだ

け投入しているかということの結果の残渣として

total factor productivity の成長率が計られる訳

です。ところが商品である、このパーソナル・コン

ピュータを一台提供するためには諸々の産業の連鎖

を伴っている訳ですが、その連鎖にあるすべての産

業の生産性の影響において、結果的にパーソナル・

コンピュータを作るときの生産性がどうなっている

かを計ってみないとコンピュータの生産のプロセス

における生産性だけでは生産性のリンケージは計れ

ないということになります。それを計るツールを考

え、これを先ほどの生産性に対して、今度はユニッ

トの TFP と呼ぶことにします。1960 年から 65

年までのユニットの生産性と、自分自身のですが、

それを三角化のオーダーで並べますと、1960 年

から 65 年のときの、サービスの生産性はユニッ

トでもそれぞれの生産性でも非常に悪いのです。高

いのは中間財を提供するような manufacturing 

product です。ユニットとの差を描いてみますと、

明らかに自分の生産性、かつシナジー効果全体を考

えた生産性が大きく上回っている部門と生産性が低

くなってほかの生産性の足を引っ張っている産業と

が区別できることになります。

（掲載資料 P．99　K-11 ～ 12 図参照）

　石油ショックのときの日本の産業のほとんどの産

業が、ゼロ以下になっていて、シナジー効果を含め

ると生産性が非常にネガティブです。先ほどの 60

年代の図とはまったく違った形になります。従って

石油ショックのときは、日本の生産性がほとんどの

産業において、いかに停滞したのかということです。
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（掲載資料 P．101　K-15 ～ 16 図参照）

　更に最近ですが 80 年から 85 年、プラザ合意

以前で日本の生産性が非常に高かったときは、確か

に石油ショックのときと比較しますと、ほとんどの

産業でポジティブになっています。そういう意味で

は、シナジー効果を含めた日本の経済全体の生産性

波及が非常にうまくいっていたのはこの時代だとい

うことになります。その後、90 年代になりますと、

90 年から 95 年では、プラザ合意以前の図とは明

らかに違っています。

（掲載資料 P．103 ～Ｐ．105　K-19 ～ 24 図参照）

　ここで比較的生産性が高いのはまだ旧態然、従来

の産業としての製造業の生産性がリードしていて、

ここにコンピュータ産業があるのですが、ここでは

まだコンピュータ産業の生産性波及効果はそれほど

大きくない。サービス産業の波及効果もそれほど期

待できない。これが 90 年代から 95 年の日本のバ

ブルがちょうどはじけて不況に突入した直前の状態

です。今度は 95 年から 2000 年になりますと大

分回復します。先ほどと大きく違いますのは、95

年から 2000 年までのデータでは、PC にあたる

部分の生産性がきわめてシナジー効果含めて高く

なっています。しかし、ここのサービス産業は、ポ

ジティブにはなっていますが、まだまだ非常に低い

状態です。サービス産業は先ほど最初にご覧いただ

きましたように、すべての産業に影響する訳ですか

ら、サービス産業がこれ以上、これから高くなるか

どうかが全体のシナジー効果を含めて経済を変化さ

せるということになると考えております。シナジー

効果がネガティブであるか、ポジティブであるかに

分けました。すべての産業は自分の生産性も高くて、

かつ全体をシナジーで見たときの効果が高くて、そ

の効果が更に増すというような形になっていれば

もっとも経済としては良好な訳です。1990 年か

ら 95 年、と 95 年から 2000 年の姿です。90

年から 95 年までの姿は、経済の悪いところでは、

自分の生産性が低くて、シナジー効果も低く、全体

として足を引っ張り合いしているというので、商品

がたくさんあるという状態なのです。それに対して

95 年から 2000 年になりますと、90 年から 95

年の非常に悪かった商品がかなりよくなってきてい

る。しかし問題はまだ自分の生産性がネガティブで

あるところです。IT 関係を、IT の生産を行う部分と、

こちらが intangible asset をどの程度使っている

かということで分けると、コンピュータの投資をた

くさんやっているのはサービス産業で、サービス産

業の部分の生産性と、コンピュータ自身を作ってい

るメーカーとの生産性を比較しますと、コンピュー

タを使ってサービスを提供している部分の生産性は

それほど高くないというのが現実です。

（掲載資料 P．106　K-25 ～ 26 図参照）

　それからソフトウェアですが、ソフトウェア産業

のソフトウェアに対する投資はかなり多いのです

が、コンピュータ産業等の IT 産業に比べると生産

性はまだまだ低いというのが現状です。ここにほと

んどのサービス産業があるものですから、IT に投

資をしたことによってサービス産業の生産性が上が

るような効果がまだまだ実現していないのが現状だ

と思います。

　そこで、IT そのものをどのように計るか、現状

どういう問題があるかということですが、先ほど

から引用されております三人のアメリカ人の学者

がやっている intangible asset の区別です。一つ

は computerize information、ソフトウェアを含

めたデータベース等々の情報がどうなっているかと

いう点、二つ目は R&D を含めたイノベイティブな

プロパティがどうなっているかという点、三番目

は企業の人的訓練、ブランド、企業スペシフィック

なヒューマンキャピタル、組織を含めたストックが

どうなっているか、それぞれどうやって計るかは非

常に難しいことはすぐ推察がつく訳です。まだ我が
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国の産業連関表、国民経済計算ではこれらすべてが

十分に捉えられている状態ではありません。最初の

computerized なキャピタルの部分、ソフトウェ

アですが、現在いくつかの区分で、ソフトウェアの

原本をどう評価するか、原本からいろいろなコピー

をしたものをどう実際に使うかということになりま

す。ソフトウェアを開発された原本というのは、企

業自身がオリジナルに企業内で開発する原本、ソフ

トウェア、もし測定できれば企業の asset として

当然カウントされますから、企業の asset として

投資に加えられなくてはなりません。同じように

パッケージのソフトウェアがあって、そのオリジナ

ルソフトがありますと、それを購入した場合、資本

投資として加えなくてはならない。今度はそのオリ

ジナルを使って、いろいろなコピーを作りました、

コピーを作った場合でもその購入したコピーを使っ

てなにかプロダクトを作る場合、それも asset と

してカウントしなくてはならない。それからパッ

ケージされたソフトですと、中には PC の中にす

でにシステムとしてインストールされている場合も

あります。その場合には通常はインストールされた

ものは PC の中の原材料であって、PC とパッケー

ジが一緒になったものが asset として移っていく

という形になるはずです。従ってここで PC の中

に入っているソフトというのは、もう原材料として

PC の中に入ってくるものになります。それからも

う一つコピーを作るためにオリジナルを買うことも

あります。そのときは、コピーとして作ったものは

それぞれ投資としてなされるとしても、それを作る

ために使ったオリジナルそのものは中間投入になっ

てしまう。ソフトウェアを一つ取ったとしても、こ

れをどう分割するかというのは非常に大きな問題を

含んでおります。我が国の SNA、産業連関表では、

残念ながら全部が捉えられていないのです。現在捉

えられているのは、パッケージされたソフトウェア

の部分と、アウトソーシングのソフトウェア、その

部分はとらえられてますが、残念ながら各企業がイ

ンハウスで作っているソフトウェアについては産

業連関表でも、SNA の中でも日本の統計の中には

まだ含まれていないのです。これを含めるとなる

と、ソフトウェアそのものが投資ですから、その分

だけ GDP そのものが増えることになります。もち

ろん投資が増えますから資本ストックも増えます。

資本ストックが増えて、それが増えたことによっ

て、GDP にどれだけ効果を与えるかということは、

GDP そのもののメジャーを変えなくてはいけない

ことになります。先ほど来、宮川先生等がご報告

されている試みは GDP の何％くらい intangible 

asset があるかと、その中に開発されたインハウ

スのソフトウェアが入っているとすると、現在は含

まれていない訳ですから、含まれている部分をどう

計るかによって GDP そのもののメジャーが変わっ

てくる。従ってソフトウェアの GDP の成長率も変

わってくる。もし GDP の中に投資として含まれて、

それが資本財としてカウントされて投資になります

と、資本ストックを増やす訳ですから、その結果と

して TFP のメジャーも変わってくる、それで Bart

さんのお話のように、ソフトウェアを完全に入れて

intangible asset を asset としますと、その分

だけ資本が増えますから結果的に TFP は下がる効

果になるかもしれません。TFP が下がっても全体

の波及効果を通じて、いかにサービス産業と、根っ

こにある TFP using intangible asset をたくさ

ん使用しているサービス産業の生産性を上げるかと

いうメカニズムを政策的に作らない限りは投資をし

ただけでは、また intangible asset としてカウン

トしただけでは、生産性向上の政策にはつながらな

いということになる訳です。

　同じことが日本の統計において R&D についても

言えまして、R&D は現在、残念ながら intangible 

asset の投資として扱われていないのです。日本

の産業連関表や国民経済計算の場合は中間投入とし

てしか扱われていないのです。従って R&D を開発
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したものが最終需要に回るとなりますと、これ自身

で GDP のメジャーがまた変わってきます。先ほど

申し上げたように GDP を変えることは TFP も変

えますし、成長のストーリーそのものを変える可能

性があるということです。

　もう一つやっかいなのは、この R&D の開発とイ

ンハウスのソフトウェアの開発とがアクティビティ

として一緒になっていることであり、それを果たし

て分けることができるかということが大きな問題と

なります。そういう意味では intangible asset が

結果的にどう計られて、その結果、それがどの産業

の TFP なり生産性に影響を与えるかというのはこ

れからの研究ですし、非常に重要な課題だと思いま

す。けれども、それを計ることによって、正確を期

すためには国際比較可能な形でそのデータをどう

やって作っていくかが、最大の課題になっており、

これから数年かかって国民経済計算の中にも取り入

れていかなければならないことになると思います。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

長岡貞男 氏：

　 大 変 あ り が と う ご ざ い ま し た。intangible 

asset の測定に関連して、今、課題なっていると

点をご指摘をいただいたのですが、実務家の方にご

報告をいただく前にこの点につきまして、今後の研

究の方向性等も含めてコメントいただけたらと思い

ますが、深尾先生いかがでしょうか。

深尾京司 氏：

　一つ伺いたいのですが、SNA は推計方法の改訂

に向けて検討中だとお話されていたと思うのです

が、R&D を入れるかどうかは、大きな変化になり

ますが、そこについてどんな動きになっているか、

またどんなご意見なのかということ。そして、現在

の所、日本では労働生産性とか全要素生産性の公式

統計はないと思うのですが、そこについて作られる

予定はあるのでしょうか。

黒田昌裕 氏：

　はい、最初のご質問ですが、Ｒ＆Ｄは今度の

2008 年のリヴィジョン・ワンという改定リコメ

ンデーションの中で国際的な一つの基準として入れ

ることになると思います。しかし、2008 年のリ

コメンデーションで、日本が入れるかという点にな

ると、それについては少し時間がかかると思いま

す。最大の課題は R&D を測定し、中間投入ではな

くて、資本財もしくは投資として入れるというケー

スの場合に、R&D は投資しても失敗するケースも

あるではないかと。それをどうやるかというのは

大きな問題で、今現在、国際的な議論の中では失

敗するケースも含めて R&D を考えようとしていま

す。なぜかと申しますと、R&D を投資したことに

よって失敗したとしても、それ自身がノウハウ、ナ

レッジの追加であるのではないかということになっ

ています。従って R&D の投資はコストメジャーに

ならざるを得ないと思いますけど、それを含めて、

R&D を測定する。先ほど Bart さんがおっしゃい

ました、それを含めることによって、結果的に資本

のレイト・オブ・リターンに反映させる、資本のレ

イト・オブ・リターンのメジャーが低くなることも

あり得る。鉱物探査という intangible asset と同

じ扱い、これはすでに日本の SNA に入っておりま

すが、鉱物探査についても、鉱物探査をやりました

と公表する、しかし掘ったけれど、そこに石油がな

かったというケースも大いにある訳です。そういう

場合も intangible asset として asset の中に含

める、それはどこを掘れば石油がでなかったかとい

うのも一つの intangible な知識だと考えて入れる

ことになります。しかし、まだ数年かかると思いま

す。

　二つ目のご質問に対しては、日本は長期の生産性

のメジャーを測定するためにはまず公式の資本ス

トックのメジャーを作らなくてはいけないというこ

とだろうと思います。深尾先生のグループは新しい
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メジャーで資本ストックを作っていらっしゃる訳で

すが、日本で作っている資本ストックは生産性のメ

ジャーにきちんとかなうような形には残念ながら

なっていない。それを現在、内閣の研究でやり始め

たばかりで、投資の除却、つまり先ほどの償却率を

どう測定するかということについての特別調査を今

年やり始めたところですので、これ自身は数年時間

がかかると思います。これができれば、生産性を正

式に公表するような形のメジャーに作り変えること

ができると思っております。

長岡貞男 氏：

　セルフアカウントのソフトウェアも R&D も中間

投入物ですので、直接消費者の効用とか企業のパ

フォーマンスには影響しないのですが、国民所得会

計に入れる方向で検討が進んでいるようですが、こ

のように資本化（capitalize）する方向で統計を整

備することが生産性の向上策の検討に関して新しい

知識を付け加えるかどうか、capitalize すること

についての政策的な意義という観点から van Ark

さん、コメントあるでしょうか。　　　　

　　

Dr. Bart van Ark,:

　ここまでの議論を大変興味深く聞いておりまし

た、と申しますのも、２週間前にジュネーブで欧州

の統計学者の会議がありました。その場でも国民経

済計算（SNA）体系の中で資本化にする対象つい

てが、議論されました。黒田先生も先ほどご説明さ

れた通り、R&D についての議論はまだ続いており

ます。現時点では、SNA 体系の中で消費支出とし

て扱われている受入Ｒ＆ D を資本支出として扱う

ようになりそうだということ、しかし SNA の中核

体系（本勘定）としてではなく、サテライト勘定と

して利用されることになりそうだと見られていま

す。これは、GDP 推計の項目の一部として正式に

組み込む以前に私たちが更なる研究をする時間を稼

げたという意味では評価できると思います。問題

は、多くの国々がそれを口実に取り組みを加速して

いないことです。私は、それは大きな間違いだと考

えています。このシンポジウムで私が主張したポイ

ントは、幾分他のパネリストの方とは異なる方法で

はありますが、今日の知識経済を牽引しているのは

R ＆ D であり、企業では、技術以外の革新も続け

られています。私が何より憂慮するのは、そのよう

な今日の経済成長プロセスにとって重要な活動が公

式な政府の統計からどんどん抜け落ちていく現状で

す。政府の統計がこれらのデータを取り上げないの

であれば、学者や研究者である私たちが、不完全な

統計であることをベースに、その役割を担うしかあ

りません。 

　私が主張することは、R&D の資本化の問題解決

を加速するため、統計当局と学界の緊密な協力が必

要であるということです。公式統計には細心の注意

が求められます。信頼性の低い推計データを無闇に

投入することはできません。官学の研究協力は、非

常に重要です。そして第３のグループの協力の必要

性も考えられると思います。それは、企業の協力で

す。先ほど企業会計への無形資産の計上の必要性に

ついての議論もありましたが、仮に政府の統計担当

者が統計をとろうとしても、企業会計上にそれが計

上されていなければ現実的に前進はかなり困難なも

のとなります。それこそ現実的問題です。後ほど企

業の方のご意見をお伺いしたいと思いますが、企業

の多くは、極めてリスクの高い無形資産を計上する

ことにかなり消極的であろうと私は考えています。

無形資産が企業の牽引役を果たしていることは現実

です、しかし、もし企業に「研究開発費を資本とし

て計上したいですか？」と尋ねたら、企業の大多数

が「いいえ。研究開発を資本として計上して、うま

く行かなければ苦しむのは私たちの会社です。です

から研究開発費は支出として処理し、プロジェクト

が失敗すればその年の損失として処理し、先に進み

たいと思います」と、答えることでしょう。まさに
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ここに政府の統計と企業の統計のリンケージに関す

る課題があるのです。この課題に取り組む必要があ

ると私は感じております。

長岡貞男 氏：

　非常によいポイントでした。今度は産業界の方に

プレゼンテーションをお願いしたいと思います。今、

van Ark さんもおっしゃいましたように、企業の

方にとっても、ノリッジ・エコノミーになってきて、

厳密に計ることは容易ではないが、効果のあるもの

を経営にどう活かすかというのが非常に重要なポイ

ントになっていると思います。最初に今日は渡邊さ

んの方からお願い申し上げます。渡邊さんはご承知

の方も多いと思いますが、製造業の経営でも大きな

成果を上げられたと同時に、現在は金融、小売の部

門で社外取締役として活躍していらっしゃいます。

二つのセクターをよくご存知の方、そういうパース

ペクティブから特にサービス産業の生産性向上、そ

れから intangible をどのように活かすかという観

点から、お話をいただけたらと思います。渡邊さん、

よろしくお願いします。

渡邉正太郎 氏：

　長らく、サービス産業の生産性が低いということ

はずっと言われてきた訳です。これが日本の成長の

停滞と、少子化に、より一層大きな問題として顕在

化しております。統計は非常に重要ですが、それに

よってサービス産業の生産性が向上する訳ではない

のですから、これから、日本のサービス産業はなぜ

こんなに生産性が低いのかということに焦点を合わ

せて述べたいと思います。私のキャリアは六つあり

まして、その六つの視点から、まずサービス産業の

生産性を簡単に述べてみたいと思います。

　40 年間いました花王で 26 年間取締役をやって

きましたから、今日の花王を作った訳です。花王の

最大の課題はなにか、世界で一番強い P&G、ある

いはユニリーバにどうやって戦って、生き残るかと

いうことです。そうすると企業のやることは二つし

かありません。一つはイノベーションです。二つ目

は効率化です。この二つがすべての製造業の活路で

す。従いまして、イノベーションと効率化というの

は無形資産の蓄積なのです。その蓄積の大きさに

よって、グローバルなメーカーは競争しています。

我々はどこの会社よりも新しいものをやれと、どこ

の会社よりも早く、新しいものを消費者に提供する。

これがすべてのいわばキーだった訳です。これこそ

が製造業で、おそらくトヨタにしてもキャノンにし

ても同じです。私に言わせれば、トヨタは始まって

100 年間、４つの車輪で、エンジンで、ガソリン

で走る車しか作っていない。しかし自動車の改善イ

ノベーションを重ねて、トヨタは世界最強の会社に

今なろうとしている。花王で私が 26 年取締役とし

てやったことは、シューペンターのいう技術：商品：

マーケット：それに業務システムの４つを改革する

ということしか仕事がない訳です。そういう商品を

小売店頭に並べれば、消費者は持続的に買ってくれ

るという確信が強いメーカーを支えています。

　次に伊勢丹という百貨店業です。ご存知のよう

に日本の小売業は、個人商店の集積が戦後の典型

だった訳です。個人商店から組織化していく過程が

1960 年から始まります。ナショナル・スーパー

が出てきました。そして専門店が出てきました。従

来型のデパートは、電気や家具の売上の全部が持っ

ていかれます。一方においてコンビニエンスという

スタイルもアメリカから入ってきました。今、伊勢

丹はそうやって残された可能な領域において生き残

れるデパート業のビジネスの形態を追求していま

す。「毎日がファッション」ということになります。

しかし、丸ビルができて、六本木ヒルズができ、そ

ういう挑戦に対して伊勢丹は生き残れるのかを製造

業の視点から見ています。社外取締役を引き受ける

ときに私は本店を全部見せてもらいました。社外取
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締役は責任がありますから、はい、引き受けますよ

という訳にはいきません。私も選ぶ権利があり、向

こうも選ぶ権利があります。お店を見てみますと、

伊勢丹の持っている IT 化、それから価値を追求す

る管理会計まできちっとしている、ある意味で製造

業と共通するものがあるということで社外取締役を

引き受けた訳です。日本には、ヨーカ堂があり、セ

ブンイレブンはむしろアメリカのコンビニエンスよ

り進んでいます。先ほどアメリカの小売業の生産性

について話がありました。アメリカのウォールマー

ト、中西部に発達したフードとドラッグの合体した

量販店、そして巨大なモール、アメリカ人もやっと

90 年代を前にして、合理性と併せて買い物の楽し

みを知ったのです。要するに顧客が買い物というも

のに価値を求めるようになった。従って、小売業の

生産性というのは、ただ単にコストの効率化だけで

はないのです。モール市場には、スポーツ店のナイ

キやギャップができ、ナウティカができ、新しい

ものがどんどん出てきます。ミュージック、映画、

IT ソフトなどショッピングモールの中でシナジー

をもってサービス産業を発展させていくものが出来

てくるようになりました。、日本はもともとショッ

ピングが好きで、昔から買い物に行くのは女の人に

とって最大の贅沢であり、レジャーだったのです。

そういう要素を日本は持っていた、しかし日本の小

売業は、IT 化や生産性などの効率が低いと言われ

る。しかしセブンイレブンに代表されるように鈴木

さんはコンピュータデータを見れば、毎日、店の実

態がわかると豪語するようになりました。しかし、

その生産性がなぜ低いのでしょうか。私に言わせま

すと、小売業の生産性というのは、店の中だけでは

ないのです。商品を納入してくれるサプライヤー、

それを店に入れるロジスティックス、顧客対応など

が一体になって生産性を上げる訳です。ウォール

マートで開発されたエブリディ・ロープライスとい

うのは、まさに消費者の求めるものと、店運営の効

率性、それをつなぐコンピュータの成果です。日本

の量販店への納入元、たとえば、どうやって漬物

屋さんが生産性を上げていくのでしょう。ロジス

ティックスのセントラリゼーションが進化しても、

その先にはパソコンも使えない零細な納入業者が量

販店を支えています。従いまして、サービス産業の

生産性は、上げる要素はあると感じております。し

かしそのためになにをやらなければいかないかを最

後に申し上げます。

　次にりそな銀行についてです。銀行業界は代表的

な護送船団方式できました。金融庁や旧大蔵省が人

よりも違うことをやってはいけないとか、人よりも

先になにかをやってはいけない。それでは、創造性

のない人を作る組織ではありませんか。こんなと

ころに金融のイノベーションはない訳であります。

さっき宮川先生が担保主義から直接投資に変わった

とおっしゃいました。それは有形資産の投資が大切

だというよりも、私が銀行で始終言っておりますの

は、金を貸して、担保があれば返ってくる、逆説的

に言えば企業が儲かれば、金を借りてくれない訳で

す。土地と家などの担保があれば、安心して金は貸

せるということだから、日本の中に企業価値という

概念が育たなかったのです。直接投資だったら経営

はすべて企業価値を中心に語ります。中小企業はも

のすごい数がありますが、その内の三分の二が赤字

です。納税が赤字で、それでもやっていけるのは

キャッシュフローがあるのか、納税がおかしいかの

どちらかです。企業たるものは中小企業でも、企業

価値の取り組み方が変わらなかったら、サービス産

業の生産性は上がりません。この 10 年間苦労して

やっと日本の優れた企業が復活してきた、これはも

のづくりのイノベーション、そして中国、インドと

いった新しい地域の経済発展に支えられています。

やっと日本の経営者も、企業価値というガバナンス

に目覚めたから、トヨタ、キャノンでも夢中になっ

て企業価値を追及する。昔だったら、あんなに利益

が出たらもういいのではないかといわれたでしょ
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う。それではグローバルには生き残れないというこ

との証明です。　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　

　それからもう一つ、早稲田大学の監事をやって

います。大学の競争力ですが、The world's top 

200 Universities 2007 のランキング 200 の

中で、100 番の中に三つ、それから 100 番から

200 番の中に七つの大学が入っています。私立は

早稲田、慶応が二つ。大学の競争力はこの程度です。

なぜ大学の競争力がないかというと、私に言わせれ

ば大学の経営と、学問の自由という視点からくる教

学というものが学校の中で対立がある。やはりガバ

ナンスの問題であります。

　六つ目として、経済同友会を通して政府、地方政

府の生産性ということにも関与いたしました。郵政

の民営化、年金問題、今話題の年金問題があれだけ

の大システムで大騒ぎしています。これは我々が主

張していたように基礎年金は一律皆に７万円あげな

さい、消費税で賄いなさい、比例報酬部分は個人の

積み立てを中心とした積み立て方式に民営化しなさ

い、そうすれば飛躍的に年金の生産性は上ります。

銀行を通して見えることは地方政府の非効率性と、

国民に対する背の向け方です。なぜこれで IT 政府

を標榜しているのでしょうか。私は政府部門がまず

中心になって、政府のサービス部門の激しくも高い

改革をやらなくてはならないと思います。それを

IT 化でやる。しかし、IT 化というのは複雑なもの

をコンピュータで解決するということではありませ

ん。仕事を革新するということである。仕事を簡素

化して消費者（国民）に理解しやすいような形態に

してそれをネットワークに乗せる。花王は、すべて

仕事の改革が先で、そのためにコンピュータを遂行

して今日の状況を作りました。生産性を上げるため

に、謙虚に考えなくてはならないのは日本のサービ

ス産業において、本当のオリジナリティがあるかと

いう問題です。量販店、コンビニエンスなど、日本

は優れて発展させたと思いますが、ファーストフー

ド、映画やビデオ等を貸すレンタルシステム、ホテ

ルでも、皆アメリカやヨーロッパからの伝来です。

日本発のオリジナリティのものがあって、それが世

界の人に享受されて、付加価値を日本に持ち込みな

がら、それによって日本のサービス産業の生産性が

飛躍できる訳です。先ほどサービス産業は輸出に耐

えられるかというお話で、言語の問題もあります

が、我々は本当にオリジナリティを持っているのか

という点です。さっきの無形資産の投資なくして、

オリジナリティなど生まれない訳です。トヨタが、

Ford の作った自動車を強くしたのはなにか、それ

は改善です。オリジナリティがないなら、向こうか

ら入ったシステムを徹底的に改善して、改善による

イノベーションを起こそうではないかという気概が

日本のサービス産業にあるのでしょうか。、結局最

後は、やはり人間の問題だと思います。

　ロバート・ライシュが 1991 年、”The Work 

of Nations”で書いたサービス分類があります。

　一つ目はものづくりに対するサービス、二つ目は

対人サービス、三つ目シンボリックアナリシスと言

われている問題解決型です。マーケッター、弁護士、

ファイナンシャルをやる人間、経営者、官僚、シス

テムを作るプログラマー、エンターテインメントの

映画、アニメもあります。しかし、ここの資質と生

産性が 1990 年代ベルリンの壁が崩壊した後、ファ

イナンスも含めて日本は負けたのです。従ってこの

人たちががんばらなければ、サービス産業の改革は

不可能だと思います。その先頭に立つのが経営者で

す。日本の大企業の経営者は上場企業でも 4,000

人しか CEO はいないのです。しかし、それの何百

倍の中小企業の経営者がいる。中小企業の経営者は

りそな銀行を通してみる限り、一部を除いてまだま

だ古いというか、改革に対して先進的ではありませ

ん。この責任はかなりの部分において政府にもある

と思います。保護政策であり、結局生産性の悪さと
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いうのは裏を返せば、建設業から始まって雇用維持

という政治的問題と裏腹になっています。この問題

をどう割り切りながら、調和させていくのか重要な

問題として横たわっていると思います。

長岡貞男 氏：

　どうもありがとうございました。次にキュービー

ネットの佐藤さんにご経験を踏まえてプレゼンテー

ションをお願いします。

佐藤伸 氏：

　キュービーネットの佐藤と申します。簡単に自己

紹介させていただきますと、キュービーネットに入

る前は監査法人トーマツにおりまして、公認会計士

をやっておりました。その前の７年間は日本債券信

用銀行、今のあおぞら銀行に勤めておりました。銀

行と監査法人はサービス業なので、その頃は特に生

産性うんぬんなどは考えずに求められる仕事だけを

やっていた感じです。それからキュービーネットに

経営者として入りまして、生産性を上げていくため

にはどうしたらいいのだろうと考え始めたのがこの

２年です。キュービーネットで、まずシンガポール

の子会社のジェネラル・マネージャーをしまして、

今は財務、管理本部長として管理面全体を見るポジ

ションにおります。

　簡単に我々の運営しているキュービーハウスの説

明をさせていただきたいと思います。キュービーハ

ウスは 1,000 円で髪の毛を切りますというコンセ

プトでやっている店舗です。従来の床屋さんですと、

予約をしてお店に行って、髪の毛を切って、シャン

プーをしてもらって、髭を剃ってもらって、マッサー

ジをしてもらってというところですが、キュービー

ハウスの場合は、お店に行って髪の毛を切って、我々

はエアーウォッシャーと呼んでいるのですが、毛く

ずを吸い取る掃除機のようなもので、毛くずを吸い

取って、それでおしまいという商売をしています。

現在、日本で 356 店舗、シンガポールで 15 店舗、

香港で 10 店舗、バンコクで７店舗を展開していま

す。これが会社の実績ということで出させていただ

いておりますが、これだけ多くのお客様にご支示を

いただいていまして、今現在、月間で約 100 万人

のお客様にご来店いただいています。

　日本の店舗の出店状況は東京、神奈川、大阪、埼玉、

千葉、大都市圏に集まっていて、我々が提供してい

るサービスと商品は時間です。10 分で切るという

ことが我々の一番のコンセプトで、10 分で切りま

すと、例えば駅で乗り換えと乗り換えの間に切って

いただくとか、ショッピングセンターで奥様とお子

様が買い物をしている間にお父様が 10 分くらいで

髪の毛を切っていただくと、今まで半日、土日の半

日を使ってやっていたことを、会社の帰りとか買い

物のついでにやっていただいて、土日は有効に使っ

てくださいということが我々が提案しているコンセ

プトです。

　このキュービーハウスがどのように生まれたか。

我々の創業者である小西國義がある高めの床屋さ

ん、理容店に予約をして行きました。彼は予約をし

て行ったにも関わらず長い時間待たされまして、よ

うやく自分の番が回ってきて、髪の毛を切っていま

すと、切っている人間が、かかってきた電話に出る、

待っているお客様と話し出す、蒸しタオルを遠くま

で取りに行くと、そういう様子を見ていて、彼はと

ても忙しい人間だったので、「なんだこれは？」と

不安を持っていました。よくよく見てみたら、髪の

手を切っているのは７、８分だと彼は気がついて、

そこだけやってくれとリクエストしたら、なんです

かそれは、と言われました。では自分でやってみる

かということで始めたのがキュービーハウスです。

約 10 年前に始まりました。開店当初は行列が出来

まして、1,000 円ということで価格的インパクト

が非常に大きかったのです。来たのはほとんど理美
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容業界の方で、その後少し閑古鳥がないていたので

すが、JR の神田駅に出店をしたのを機会に、看板

効果があったのでしょうか、どんどんほかの店にも

お客様が来ていただくようになり、そこから軌道に

乗っていきました。

　この 1,000 円で 10 分ですが、どうやって短縮

するかというところで、彼が最初に床屋に行ったと

き感じた不満、これを一つ一つ排除していきましょ

うということで、店に電話を置きません、ですから

予約は受け付けません。1,000 円ということです

が、我々のキュービーハウスをご利用いただくとわ

かるのですが、1,000 円札しか使いません。5,000

円札も 10,000 円札も使いません。両替はやりま

せんということで、まずスタイリストが両替に対応

する時間が削れる、電話も置いていないので予約を

取る必要もない、トイレもないのでトイレの掃除も

する必要はありません。どんどん削っていきまして、

普通ならどういうサービスを付加していくかが焦点

になっていくのですが、どんどんなにを削っていく

かという点で、10 分を実現しました。近くにあっ

たら見ていただきたいのですが、スタイリストがお

客様の回りを一歩、歩くだけで、すべてのものに手

が届くような配置になっています。遠くへものを取

りに行く時間がありませんから。ここでも時間の短

縮は図れています。店舗のオペレーションとして、

どのようなやり方をしているかというと、オフィス

からすべての売上げがリアルタイムでわかるような

システムを導入しています。私がここで今パソコン

を立ち上げて、どこの店の売上げがどうなっている

か、今どこの店で何人のスタイリストが切っている

かがわかるシステムになっていますので、いちいち

店長がファックスで売上げの報告を上げる必要があ

りません。

　後は 10 分 1,000 円でやっていますので、回転

勝負になります。これが高いか安いかの議論はあり

ますが、よくよく考えてみると、１時間 6,000 円

はそんなに安くありません。そうするためには回転

を上げていかなくてはならないということで、10

分という時間を皆様にご提供しますというコンセプ

トがありますので、駅とかショッピングセンターと

か、人通りが多いところ、人が集まるところに店舗

を出していく店舗戦略を取っています。

　我々の生産性をどうやって上げていくかについて

は、基本的な考え方として 1,000 円ありきなので

す。その 1,000 円の中でどのように儲けていくか

という発想です。会社の中の議論はすべてそういう

発想になっています。コストがこれだけかかるから、

お客様にこれだけお金をいただかなくてはいけない

という発想ではありません。

　ここからは生産性と逆の話になっていきますが、

お客様を感動させれば、その方は必ずリピーターに

なっていただけるので、顧客満足度も非常に考えて

いかなければならないのですが、私が一番初めに

キュービーハウスを利用したのは、八重洲の店だっ

たのですが、新幹線に乗る少し前、１時間後くら

いの新幹線になるのかと思いつつ、お店に行って、

出てきたら、30 分後くらいの新幹線に乗れまし

た。財布から出ていったのは 1,000 円だけだった

ので、非常に感動した覚えがあります。非常にサー

ビスもよくて、技術も優れていたのでこれはいいと

思ったのを覚えています。そういうお客様を感動さ

せるような顧客満足度を維持していかなくてはいけ

ない。後は過剰なサービスをやらず、なにを捨てて、

なにを取っていくのかという点が我々の重要なビジ

ネス上の問題となります。

（掲載資料 P．114 ～ P．116 図参照）

　あまりに捨てすぎるのも無理があります。例え

ばスタイリストの生産能力は決まっておりまして、

10 分 1,000 円ですと、１時間で６人ですとよく

言われますが、１時間で６人切るのは難しいので
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す。バリカンで五分刈りにしてくださいと小学生の

男の子が来られたら、７人か８人はいけるかもしれ

ませんが、普通はいいスタイリストで 4.5 人か５

人いくかいかないかというところです。生産能力は

決まっているので、生産性を上げようと思って、君

は８人切れるテクニックを身につけてくれと言え

ば、切れますよ、ただ上手く切れずにお客様が減り

ますよ、ということになるので、これ以上の生産性

は上がらないのです。そこを求めてはいけない、そ

こは捨ててはいけないものです。ではどのように生

産性を上げていくかというと、例えばコミュニケー

ション能力を上げていく。一般的に男性の方、女性

の方は事細かにスタイリストとコミュニケーション

を取って、割と長い時間でやっていかれると思うの

ですが、実際の店舗でのお客様とスタイリストのや

り取りでは、「今日はどうされますか」と聞くと、

男性の方は「普通に」とおっしゃる。「ちょっと暖

かくなってきたので、さっぱりしたいのですが」と

そういうことを言われる方が多くて、そういうと

きには、ではどういう風に切りますかと、事細か

に、後ろはどうしますか、横はどうしますか、上は

どうしますかと聞いていきましょうというマニュア

ルがあって、時間をかけずに、本当にお客様が望ん

でいることを聞き出すようなコミュニケーション能

力をつけていきましょうということで生産性を上げ

ています。クレームの状況をよく見ていると、１セ

ンチ切ってくださいと言ったのに、１センチにされ

ちゃったなどありますが、、切っている方も途中で

気づけという話でもあるのですが、しかし、その邉

のコミュニケーション力を上げるとかなり生産性が

上がっていきます。例えば物販のように、小売業も

そうでしょうが、12 月とか１月に売上げが集中す

ることがありますが、我々の場合、平日のあまりお

客様の来ない時間の売上げを土日でカバーするとい

うのは、生産能力が決まっているので限界がありま

す。どれだけ平日にお客様を移していくかという点

が重要になってくるので、平日でもお客様が普通に

来ていただけるような立地を選んで出していくこと

も非常に重要です。

　必ずしも我々はすべての人、すべての世の中のお

客様を吸収しようという考え方はありません。お客

様の話を聞いていますと、たまに普通の理容室に行

く、そしてたまにキュービーハウスに来るという方、

キュービーハウスしか行かない方もいらっしゃいま

すし、いろいろなニーズがあっていいと思います。

気分によって少しリラックスして肩を揉んでもらい

たいとか、たまには誰かにシャンプーしてもらいた

いとか、いうのはあると思うので、その中でも我々

はなにをやっていくのだという点を取捨選択してい

かなくてはならない。

　今、我々が直面している問題は、350 店舗の

チェーン店になっており、50 店舗邉では問題に

なってこなかったのですが、お客様が我々に求めて

くるレベルが段々上がってくるという点です。段々

上がってくると、それに対応するために、トレーニ

ングをしたり、店舗の運営のやり方を変えていかな

ければいけないようなところがあって、例えば接客

の仕方であるとか、衛生面であるとかが、レベルを

上げていくということで、生産性という意味では少

し落ちていくという、流れがあるというようなこと

もあります。今我々はシンガポールと香港に同じコ

ンセプトで、同じ商売をやっていますが、日本の伝

統のおもてなしの心を教え込むのが非常に難しいの

です。お客様は立って待たせてはいけないというこ

とを教え込むのに非常に苦労しています。キュー

ビーハウスのコンセプトに対する共感であるとか、

キュービーハウスというブランドに対する帰属意識

をどうやって植え付けていくかが我々の非常に大き

なテーマです。それは日本でも同じですが。そうい

う意味ではアメリカの企業、ディズニーランドで

あったり、スターバックスであったり、見ていて非

常にうまいと思います。学生のとき、ディズニーラ

ンドでバイトをしていましたし、今妻がスターバッ
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クスで働いているのですが、言葉を選ばずに言う

と、洗脳して、ブランドに共感させることやマニュ

アル化するのが非常にうまいです。我々はそこには

至っておりません。日本人の呼吸でやっているの

で、それをシンガポールや香港で、持っていってや

るとなかなかうまくいきません。密接でガチガチの

コミュニケーションを取っていくとやはり心は伝わ

りますが。私はトヨタやセブンイレブンのように

キュービーハウスを、今後世界展開しようと思って

仕事をしていますが、世界展開をある程度のスピー

ドでやっていこうと思ったら、その邉をうまく伝え

ていく仕組みを作っていかなければいけないし、そ

の邉が intangible asset になってくるのだと思い

ます。今後は、そのあたりが、我々の一つの大きな

課題になると思います。

　もう一つ、生産性の話をしますと、我々が直面し

ている問題として今、我々は株式上場を目指してい

ますが、コンプライアンスという問題は、上場して

いようが、いまいが関係なく出てくる問題で、この

理容美容業界には、理容師法、美容師法という法律

があります。理容師法では理容所というのは男性の

髪の毛を切る所、美容師法では美容所というのは女

性を美しくする所という決まりがあります。厳密に

いうと、男性が美容室で髪を切るのは法律違反とい

うことになります。我々が店を出すときには、ここ

に店を出しますという話をして、スタイリストを募

集しますが、美容師さんが４人、理容師が１人だっ

たら、ここは美容所ということで、美容所の登録を

して、美容師さん４人に働いてもらいます。美容師

は女性の髪の毛を切るのは非常に上手ですが、理容

師さんはトレーニングをしないと切れません。美容

師さんが男性の刈上げをするのもやはりトレーニン

グが必要です。我々としては一つのお店に美容師と

理容師がいるのが一番売上げが上がるのですが、厚

生労働省ではそれは許さんということになっていま

す。我々は理容師と美容師の適正配置をするために

もかなりのコストをかけていますし、それによって

売上げが下がっていることもあります。我々も提案

として「ヘアーカット専門師とか、切るところだけ

です」そういう資格を作ってやってみたらどうで

しょうという話を経済産業省に提案をさせていただ

いたり、あと、特区の申請においては、「美容師、

理容師どちらでも働いていいですよ」というような

許可制を持ってみるのはどうですかと提案をしてい

ます。しかし今のところ、ことごとくはじかれてい

て、いろいろと苦労しています。

　後、一つ海外の話を少ししておきます。キュービー

シェルと我々は呼んでいますが、三分間写真とか、

電話ボックスのようなものをイメージしていただく

といいのですが、これくらいの筒型のキュービーハ

ウスの中で髪の毛を切れるようなものを我々はシン

ガポールと香港で展開しています。面積が一坪くら

いで、日本の場合はお店の中と外には仕切りを必ず

設けるとか、待合のスペースは全体の何割にしろと

か、必ずなんとかの設備はつけなさいとかの規制が

あるので、できないのですが、海外では例えばショッ

ピングセンターの空きスペース、エスカレーターの

踊り場とか、ちょっとしたスペースを利用すると

我々は商売ができます。向こうのディベロッパーさ

んはそんなところで家賃を稼ごうなど全然思ってい

ないので、割と安い家賃で借りられます。非常に初

期投資も安いですし、ポンと置いて、だめだったら

次、だめだったら次ということもできるので、非常

に生産性という意味ではいいのですが、日本ではそ

れは中々許されない。そのような規制も日本の生産

性を向上させるのを阻害している一因だと考えられ

ます。

長岡貞男 氏：

　大変、示唆に富んだお話をいただきまして、あり

がとうございました。それでは産業界からのお二人

のすばらしいプレゼンテーションに続きまして、経
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済産業省の坂田企画官の方から今後の政策の展開に

ついてもお話をいただきたいと思います。よろしく

お願いいたします。　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

坂田一郎 氏：

　経済産業省の坂田です。基調講演とほかのパネリ

ストのお話に関連する部分を中心に、経済成長戦略

についてお話をしたいと思います。政策の中身の話

に入る前に本日話題となっているデータベースにつ

いて触れておきたいと思います。RIETI の JIP デー

タベースと、EU KLEMS データベースは政策を作

り実行する上で非常に有用なツールだと思っており

ます。実際、成長戦略を作る際にも利用させていた

だいています。現状に安住している分野の人たちは

できれば物事を変えたくない、というのが率直なと

ころだと思います。実際に課題が見えている場合で

あっても、都合の悪いことは、なるべく見たくない

というのが人情だと思います。そういった場合に、

客観的なデータで、現実にこういうことで、これを

直すしかないのだというようなことを示していくこ

とは有効な方策だと考えています。

　次に tangible と intangible のお話がありまし

たが、tangible asset についてはかなり政策的な

対応が進んだと思っております。昨年末、税制に

関しましては、減価償却制度について、40 年ぶ

りの抜本改正をしました。日本の産業活動の中で、

tangible asset については税制の足かせが一番大

きかったのではないかと思います。今回、国際的な

イコールフィティングを確保できるよう一挙に改正

をしました。

　tangible asset の面で残された課題は物流や人

流のインフラの問題です。例えば最近、航空自由化、

オープンスカイの話がよく新聞紙上を賑わせました

が、後、政策的に重点対応するのはそれらの部分で

はないかと考えています。

　一方で intangible な問題に関する政策的な対応

はまだまだこれからであり、生産性向上という面で

もフロンティアが非常に大きいと認識しています。

分野横断的な政策としてはここ数年、力を入れてき

ましたのがコーポレート・システムの改革です。具

体的には、、現代化と言っていますが、会社法の抜

本改正を行いました。それからリミティッド・ライ

アビリティー・パートナーシップ法（ＬＬＰ法）と

いう新しい組織のフレームを作りました。そうした

法整備により、無形資産の中にある組織力、組織効

率、そういったものを上げるという意味での政策対

応になったのではないかと考えています。今後、こ

れらの改正結果を検証し、必要に応じて修正をして

いくことが必要です。

　今後の横断的な課題としては、第一に、イノベー

ションに必要な R&D、それから人材というものの

持つスキルや知識、IT 装備、こういったイノベー

ションに必要な基本的なリソースに対する民間投資

を加速することが必要ではないかと考えておりま

す。現在も R&D と IT、人材投資に対する投資減

税があります。2003 年から 2004 年にかけて導

入をしていますが、これを改正して強化できないか

というのが課題です。尚、先ほどの無形資産の定義、

統計の件でお話がありましたが、R&D の中でも費

用として計算されるようなものと、研究開発設備の

ようなストックに分類されるものとありますし、そ

れから IT ソフトウェアでもインハウス開発のもの

とパッケージソフトとがありますが、現在の税制で

は、それらをすべて対象にすることにしています。

従って投資減税を求めている企業に関しては、税務

当局はそれら全体についてどれくらい投資されてい

るかということも把握しているのが現状です。

　第二の課題は、新しいフロンティアを産学官連携

で開発、開拓することです。日本が進むべき道を示

すキーワードの一つは信頼性だと思っています。例
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えば次世代の原子炉や、環境にやさしい次世代航空

機などの生産性向上と国際競争力確保に際しては、

日本が持っている部品材料産業の厚い蓄積と産業レ

ベルの高い信頼性を梃子に出来るのではないかと思

います。サービス分野でも、人材の持つお客様を大

事にする心を売りにして、信頼性をキーワードにで

きるのではないかと考えています。

　三番目は、人作りです。日本の大学について考え

てみますと、1970 年代までは、例えば冶金、材

料工学、船舶、電気、電子、等の分野での人材供給

により産業の生産性向上を支えてきました。むしろ

産業の発展よりも先に、人材を作り出してきたも

のと認識をしています。ところが、1980 年以降、

大学の規模拡大が止まったこともあり、産業構造や

商品がどんどん変化したにも関わらず、教育サイド

はそれに対応できなかった。例えば、私は東京大学

にも籍を置いていますが、東京大学で情報理工学研

究科ができたのは 2001 年です。1990 年代には

情報工学、ソフトウェアの世界で世界的な闘いが

あった訳ですが、それが終わってからやっと研究科

ができたことになります。大学に関して、従来果た

してきた役割を果たせなくなっているということを

改めて認識をした上で、大学と社会や産業とのイン

ターフェースを作り直していく必要があると考えて

います。その中でグローバルな経営マネージメント

ができるような人材作りといったものも課題として

入ります。

　四番目に、オープン化が課題ではないかと思って

います。一つはアジアとの距離を縮める、アジアと

の物流のコストと時間を徹底的に縮めることが必要

です。いま一つは人的な距離の短縮です。アジア人

材資金構想と言っていますが、今年度、アジアから

優秀な人材を日本に呼び込むための制度を作りまし

た。それから構想とは別になりますが逆方向で日本

からもアジアに若い人を出していく、そうした人的

な交流によって距離を縮めることが必要だと考えて

います。同じキーワードで他には、オープン・イノ

ベーションを進めるための企業間、産学官連携協力

強化する必要もあるかと思います。

　ここから先は、サービス分野に特化した課題のお

話をしたいと思います。van Ark 先生のプレゼン

テーションの中に現在のベストプラクティスより

劣っているものをベストプラクティスまで上げるこ

とと、イノベーションによって生産フロンティア関

数を上げる、二つの課題があったかと思います。私

は日本においては両方必要だと思います。まず前者

については、我々も成長戦略を作る際にフロンティ

ア生産関数を用いてその程度を分析しました。やは

りベストプラクティスを持っている企業と、そうで

ない企業の間にギャップがかなりがあって、それを

ある程度縮めるだけで相当な生産性向上効果が稼げ

ることがわかりました。

　一方で生産フロンティアを拡大することを追求す

ることも当然必要であり、そのため、規制改革や

制度改革は重要だと思います。JIP データベースを

使って規制産業と非規制産業の TFP 上昇率を比較

したところ、95 年から 2002 年の期間で非規制

産業の方が 0.6 ポイント高いという結果が出まし

た。このデータについては経済財政諮問会議でも私

どもの大臣の方からお示しをしています。規制改革、

制度改革によって市場機能を高めて、生産性を上げ

ることに関するプレッシャーを高めたことの効果か

と思っています。

　もう一つは市場の可能性を拡大することです。制

度や基準の未整備に起因するイノベーションの制約

はかなりあると考えています。先ほどキュービー

ネットさんから、理容師、美容師の話がありました

が、これは、その一つの例だと思います。別の例では、

サービスロボットのお話をよくします。大きなオフィ
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スビルでロボットを稼動させて清掃するのは、夜間

にやりますが、ロボットはエレベーターに乗れない。

エレベーターの建築基準法上、ロボットが乗れるエレ

ベーターを想定していないのです。現在の状況では、

人がついてエレベータに乗せるか、階段を上らせて

次の階に行かなくてはならない。本来、無人で稼働

しエレベータにも乗れる能力を持ったロボットにつ

いて、そういう状態で稼動させるのは非効率です。

　それから最近、話題となっている分野では、コン

テンツの二次利用があります。現状では、著作権法

上の問題があり、コンテンツの二次利用をするのは

非常に難しいのです。いまや、技術的には、インター

ネットとパソコンを利用してコンテンツを供給でき

るルートができたにも関わらず、このルートは詰まっ

た状態にあります。

　問題を解決した例も一つお話したいと思います。預

託証券制度（ＪＤＲ）の導入です。アメリカの市場で

はかなり昔から普通に使われているのですが、今回、

日本でも信託法制の整備に伴って導入が可能となり

ました。例えばインド、台湾、など生株の海外市場

での上場が制限をされている国の企業の株式を実質

的に東京市場に上場させることができるようになり

ます。

　なぜ、イノベーションを妨げている制度が存在す

るのか。この原因としては、イノベーションによっ

て想定外の商品やサービスが登場したが、それに制

度が適応しきれていない場合が多いからなのではな

いでしょうか。制度上、想定外になっていると、多

くの場合、企業は実行しない、実行できないという

ことになります。従って、よい技術やアイデアが生

まれても、ビジネスとして成長しない。私どもの大

臣はこれを完全規制と呼んでいますが、イノベーショ

ンと制度整備のスピードのギャップが完全規制を生

んでいるような状況を直していくことが必要だと思

います。

　このような規制や制度の改善に加えて、狭義の産

業政策的な努力を投入することも必要です。スライ

ドに例がありますが、産学官の対話の場を作る、研

究拠点を作る、製造業が持っているような管理ノウ

ハウを導入するための流れを作る、品質評価のため

のベンチマークを作る等々、産業政策の道具をサー

ビス業にも重点的に投入していくことが必要です。

これは私どもの責任ですが、これまで製造業に比べ

て努力が足りなかったと考えています。

　例えば製造業や農林水産業についてはたくさんの

国立研究所がありますが、サービス業についてはほ

とんどありません。それから主要な国立大学には、

昔から工学部がありますが、サービス学部、又はそ

れに近い学部は国立大学にはほとんどありません。

最近になってやっと情報理工学、観光学といった学

部や大学院が創設されるようになってきましたが。

これまで、サービス分野に対して政策的な目を十分

向けていなかったという反省に立って一挙に政策イ

ンフラを整えたいと思っています。

　2005 年にできました第三次科学技術基本計画の

キーワードとして、サービス・イノベーションとい

う言葉が初めて入りました。わずか２年前のことで

す。政府全体としてもサービス・イノベーションに

ついては、その頃から認識が変わってきたと考えて

いただければと思います。

　成長戦略ですが、どのように実行するのか、実現

力を高めるかが重要です。特に従来、我々が扱って

いなかった分野や課題にまで踏み込むことを考える

と、実現するための特別な仕掛けが必要となってき

ます。そのため、経済成長戦略大綱、英語ではエコ

ノミック・グロース・イニシアティブという形にま

とめ、政府与党で合意をとって進めていくことにし

ました。また、目標や達成時期を明示した工程表を

作り、それに基づき進捗を徹底的に管理するやり方

を導入しました。工程表の項目は 500 を超えていま

す。いずれにしても無形資産とサービス、この邉を
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キーワードに成長戦略を進めているということです。

長岡貞男 氏：

大変ありがとうございました。以上で予定しており

ましたパネリストのプレゼンテーションが終わりま

したが、これから効率的にディスカッションを進め

ていきたいと思っております。今、民間経営の立場、

それから政策的な立場から今後の無形資産、あるい

はサービス産業の生産する向上を支えていくための

方向性や課題についてご説明をいただきましたが、

Jarmin さん、コメントとかご質問ございますか。

Dr. Ron S. Jarmin： 

　元橋（一之）教授と進めてきた研究から２点の傾

向が浮き彫りになりました。第１に、日本の小売業

セクターの構造は、米国、あるいは英国の小売業の

構造に比べてさえも非効率である点です。第２に

データから、日本企業および英国企業は遅れを取り

戻すためある一定の努力をしていることが見て取れ

る点です。他のパネリストの方々の発表を聞きなが

ら私が考えていたのは、サービス・セクターのパ

フォーマンスの国際比較をする時の資金調達の役

割、およびそのようなものの働きです。米国で私た

ちが確認していることは、株式市場が以前に比べよ

り効率的になり、よりリスクの高いベンチャーが市

場で資金調達をすることを容認するようになったこ

とです。20 年、30 年前は、小規模企業や起業家

は銀行から資金を調達するしかなかった、そして正

当な担保や営業計画がなければ資金を提供してもら

うことはできませんでした。しかし今日ベンチャー・

キャピタルやエンジェルなどの資本提供を受けてイ

ンターネット起業家など新規事業者がビジネスを立

ち上げることができます。ヘアカットの専門店を展

開するキュービーネット、非常に革新的でクリエイ

ティブな企業、そのような小売業分野やその他の分

野の新しいタイプの起業家が自由に活用できる資

金、その資金調達手段にはどんなものがあるので

しょうか。資金を調達するために、まず彼らはかな

りの速さで事業を拡大しなければなりません。小売

業の場合、製造業のように資本設備を必ずしも大量

に購入しないにしても、新しいビジネス構想から賃

料を得るためには、かなりの速度で事業を拡大する

必要があります。そこで、どなたかから日本経済に

おける、特に高齢化社会が進展する中で、年金会計

から退職金が支払われ、新興企業への資金に充て得

る退職基金がそう遠くない将来には利用できないか

もしれない状況の中で、ベンチャー・キャピタル等

の役割についてご意見をお聞かせ頂ければ有り難い

と思います。

長岡貞男 氏：

　どうもありがとうございました。それでは深尾先

生、ご質問かコメントございますか。

深尾京司 氏：

　今のご報告とは直接関係なく、この機会に聞きた

いのですが、渡邉さんがおっしゃった日本の商業

の生産性が製造業に比べて低いこととも関係して

いるのですが、商業等の場合、国と国の間の生産

性の比較はどのくらい信頼できるかということで

す。国内の企業の比較であれば、競争がありますの

で、売上げが高いところやキュービーハウスのよう

な成功している企業は生産性が高いと言えるでしょ

うし、また時間を通じてどれだけ生産性が上がった

という比較も出来ると思うのですが、国と国の間

で比較するときは例えば、１万円の売上げと、ア

メリカの 100 ドルの売上げを、サービスの質の違

いまで考慮してどれくらいの数量で見てアウトプッ

トが違うか計算するためには、我々は購買力平価　

purchasing power parity、ppp と呼んでいる指

標を使って換算をしています。それによると内閣府

の最近の成長力加速プログラムでも、日本のサービ

ス業の生産性はアメリカの五割から六割くらいとい

う結果で、今日の発表でも、宮川先生が発表された

中にもありましたが、本当にそれがどこまで信じ
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られるか。実は皆が使っている PPP データを作っ

ている張本人はフローニンゲンの方々で、van Ark

教授は中心人物の一人ですが、その割には彼も以前、

あまり信用できないとおっしゃっていたと思いま

す。例えば小売店が店を開く時間を長くすると、客

の利便性は高まるが、店員は長くいなくてはいけな

いので労働生産性は下がるという例を挙げられてい

たと思います。日本がアメリカの五割、六割という

のがどのくらい信じられるのか。それからもし問題

があるとしたら、どのように改善できるのかについ

て、少し伺いたいです。

渡邉正太郎 氏：

　この問題は非常に重要な問題で、アメリカの小売

流通業が生産性を上げ始めたのはこの 15 年だと思

います。それ以前は例えば P&G ですと、インフレ

でコストが上がるとそれを全部小売価格に跳ね返し

ました。ところが日本の小売業は非常に小さい地域

の中に密集していますから、よその店を見たりして、

価格に対するごまかしが効かないのです。基本的に

過当競争になります。しかし、独禁法政策と中小企

業保護はあいまいで、中小企業を怠惰にしたと思い

ます。全く不当廉売防止はやりませんでした。です

から日本の小売業は常に競争からくる価格の下落減

少に悩んできました。ところがアメリカは 15 年前

までは、常にインフレで消費者に価格転嫁をしてき

ましたが、それがこの 10 年間で大きく変化しまし

た。安易にインフレを起こさないことが成長性を上

げ原油価格の上昇などに対して、P&G でもロジス

ティックス等の全体を通じて、合理化するコスト努

力が日本と同じように始まったということです。私

共は、コスト競争力なら P&G に絶対負けるとは思

いません。TFC という付加価値がインフレやコス

ト転嫁、もちろん労働へのコスト配分等を深く解析

しないといけません。日本の小売流通業は生産性

が低いと言われますが、例えば問屋を例にとると、

花王に私が入社したときの問屋は 3,000 ありまし

た。しかし今洗剤を扱う卸業は六つに集約されまし

た。ロジスティックスなどの効率性は格段に違いま

す。小売業でも洗剤を売る店は、私が入社したとき

は 100 万軒以上ありましたが、今花王が配達して

いる店は 10 万軒です。小売業も大衆消費者が買う

ところは十分集約されています。自動車、電器、日

用雑貨、食料品と農産物、衣料など業種毎の流通経

路を縦軸で国際比較するといろいろなことがはっき

りと出てくると思います。トヨタや花王に関連する

中小企業の経営に生産性の低さは許されません。

　しかし、規制や保護に守られた業種は護送船団で

やってきましたから、生産性の低さが温存されてい

ます。

　また日本の産業構造の中で大きな割合を占める電

力、ガス、航空運輸、郵政、建設、そして医療を中

心に社会福祉事業などのサービスが独占と規制のも

とで運営され、しかもユニバーサル・サービスとい

う甘い罠にはまっています。

　またより零細な企業は税と官とにより保護する政

策がとられてきました。でも保護するときは IT 化

を保護し、もっときちんと利益を出す工夫をしなさ

い、財務諸表をきちんと作り、従業員にもきちんと

公開し、透明性の高い経営を要求して、それによっ

て中小企業を育成していく態度であれば、日本の

サービス業も近代化が進むと考えます。

長岡貞男 氏：

　どうもありがとうございました。今のお話は、国

際比較も重要ですが、むしろ競争プロセスがきちん

と機能しているか否か、国内の競争環境に着目した

分析が非常に重要ということです。日本のサービス

業、小売業がアメリカと比べて、30％低いという

のは信じられないかもしれませんが、競争プロセス

で見たとき、問題があるセクターもあり、それは改

革が必要だというお話だったと思います。この点に

ついて van Ark さん、国際比較が一つの KLEMS

プロジェクトの中心的な課題で、国際比較が持って
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いる問題点は、先ほどレベルの比較が難しいという

お話をされましたが、今後の研究の方向性とも絡め

ていかがでしょうか。

Dr. Bart van Ark：

　前にも申し上げたことですが、国際比較には細

心の注意が必要です。別のパネリストの方もおっ

しゃっていたと思います。各国のサービスのアウト

プットの測定は完璧とは言えない状況です。すなわ

ち、小売業を例に申し上げれば、今日小売業のアウ

トプットの伸びを各国は、単純に小売企業の売上の

みで測定し、質的変化についていかなる調整も加え

ていないのが現状です。

　理容業を例に考えてみましょう。現在の統計では、

理容業における質的変化や、形態の異なる理容業従

事会社のサービス提供方法の変化も考慮されていま

せん。この意味から、サービス業を国内で比較する

際にも注意が必要と言えるでしょう。

　この機会に少し、サービス業に関して非常に重要

な問題である規制と生産性に関する議論のフォロー

アップをさせて頂きたいと思います。製造業に比べ、

規制緩和と生産性の関係は研究によって全て解明さ

れていませんし、研究の結果をどのように解釈する

かも難しい問題です。小売業であるキュービーネッ

トさんのお話を伺いながら考えていたのですが、非

常に興味深い事例だと思います。新しい製品、新し

いサービスのアイディアがあるわけです。明らかに

大衆受けする、これまでにはなかった規格化サービ

ス、明らかに消費者が求めているサービスを提供し

ようとする、規格化の進んだサービスですから当然

生産性も高いわけです。佐藤さんがご報告された全

てが高度に規格化されたサービスですから、当然生

産性も非常に高いはずです。

　生産性の向上を真に望むのであれば、究極的には、

全ての人間がキュービーネットに行って 10 分間

で髪の毛を切ってもらい、世界で最も生産性の高い

理容業の誕生となるはずです。しかし佐藤さん自ら

が正しくご指摘になった通り、それが望ましい状況

ではありません、市場は様々な嗜好を満足させなけ

ればなりません。ヘアカットに１時間はかけたいと

希望する人もいるでしょう。２時間かけて髪の毛を

切ってもらうという人を私は知っています。しかし、

そういった人々にも 10 分のヘアカット・サービス

を受ける機会はあるのです。このようにいろいろ申

し上げるのは、佐藤さんも触れた問題があるからで

す。すなわち、法規制が、キュービーネットの更な

る事業拡大やサービスの規格化の推進を阻んでいる

という問題です。佐藤さんがご報告された理容師法

や美容師法は常規を逸しているように思います。早

急に廃止されるべき法律だと思いますが、それがそ

う簡単なことではないことを私たちは皆知っていま

す。すなわち既得権益の存在です。２時間かけてヘ

アカット・サービスを提供する理容業者たちを何ら

かの方法で保護しなければ、彼らは市場から去るし

かありません。

　問題は、その法律が今日の日本にとって適切な法

律かどうかという点です。佐藤さんのご報告を伺う

限り、理容師法や美容師法は廃止されるべき法律の

ように思えます。だからと言って、サービス業に規

制など必要ないと申し上げているわけではありませ

ん。恐らく必要だと思います。サービス業の規制は

どのような特徴を持っているべきなのか？品質を保

証する規制や、政府ではなく業界が設定する規制な

どが考えられると思います。理容業・美容業の国

家資格制度に関連する規制ではなく、職業訓練に

焦点を置いた規制も考えることができるでしょう。

キュービーネットの事例を通して申し上げたいの

は、「法規制をなくせば、生産性は向上する」とい

うのは単純過ぎるという点です。なぜならそれは顧

客が最終的に求めるサービスを提供することにはつ

ながらないからです。この問題はもっと込み入った
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複雑な問題です。キュービーネットが顧客に供する

規格化されたヘアカット・サービスを提供する成熟

したサービス業の育成の最善策を、業界と政府が共

に膝を付き合わせて協議すべきだと私は考えます。

熟慮を重ねるべき重要な問題です。将来のための最

善策を官民で試験的に模索する必要がある問題だと

思います。

長岡貞男 氏：

　どうもありがとうございました。重要なポイント

はすでにクリアになっているのではないかと思いま

す。それでは、フロアーの方からご質問を承りたい

と思います。名前とご所属をいただいてご質問を承

りたいと思いますが、

黒田昌裕 氏：　

　SNA なり、日本の産業連関表では、卸売り小売

業の生産額は売上高ではなく、トレードマージン部

分です。企業の皆さんの感覚だと売上高だけで生産

性を計られると思いますが、国の統計では売上高で

はなくて、そのマージン分だけがアウトプットなの

で、それを質的に評価するかは更に難しい問題にな

ると思います。

 

長岡貞男 氏：

　ではフロアーの方からご質問ありましたら、ご遠

慮なくいかがでしょうか。

質問者：

　中小企業基盤整備機構の三本松と申します。

RIETI のメンバーでもあります。サービス業の活性

化なり、競争力を強化しようとするときに、私は二

つ問題があると思っています。サービス業の分類学

を行って、どの分野の人たちをサービス研究の対象

にするのか。誰がやるのか、一橋大学がこれから勉

強するという議論もありますし、そのとき、サービ

ス・マーケティングというのは大分されているので

すが、どうもサービス・イノベーションについては

体系的になされているように思えない。私としての

試案をやりつつありますが、サービス・イノベーショ

ンのときの定式化を業種横断的な定式化と、業種ご

との定式化みたいなものがあるのではないかと思っ

ております。そうしたものを皆がどこでどうやって

どのようにやればいいのでしょうというのが私の質

問です。これをどなたかよろしくお願いいたします。

長岡貞男 氏：

　坂田さんお願いします。

坂田一郎 氏：

　だれがやるのか、という点については、RIETI に

も期待しています。それから我々の近いところでは、

産業技術総合研究所です。先ほど申し上げたように、

工学部はたくさんあり研究者の数も多い。セル生産

方式にしても、例えばキャノンさんでこれがいいと

いうことになれば、非常に早いスピードでノウハウ

などが普及していきます。そのためには、新しいア

イデアやノウハウを解析し普及できる形にした上で

著作や教育プロセスに載せることが重要です。サー

ビス分野でも同じような仕組みを作る必要があると

思っており、そういう意味では研究と教育機能、教

育というのは研究成果の普及であると思いますが、

両方の機能が必要であり、かつ一つや二つの機関で

はサービスという大きな山はこなせないだろうと思

います。サービス研究と教育を担う機関が沢山でき

て、その間で競争をなされるような状態が望ましい

と思っています。

長岡貞男 氏：

　どうもありがとうございました。渡邉さん、お願

いします。

渡邉正太郎 氏：　

　言い損ないましたが、サービス産業の一番の問題
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はモノに比べて日本の消費者の厳しい対応がなかっ

たことです。日本での大きなサービス産業は、郵政

も含めてすべて御上がやってきました。御上がやっ

ていることは信頼できて、利益をとらずに、コスト

が安いと信じてきた訳です。ところが今は、サービ

スに対する信頼が非常に重要になった。製造業であ

る花王の場合、無人でモノを作るのが一番いいと考

えています。なぜなら人がいれば、体温があったり、

ゴミが入ったり、ばらつきが出ます。ですから一定

の品質を機械が作るのが一番安定する。しかし、サー

ビス産業はほとんど人がやる訳です。私は 3,000

円の床屋へ行っています。なぜかというと、その床

屋と昔の話をするのが大好きだからです。サービス

というのは、そのサービスの付加価値が高ければ幾

ら人がかかってもいいということです。タイのバン

コックのオリエンタルホテルなど一流のホテルはお

客一人に対して、昔は従業員が一人だったのです。

安いコストだから実現できたのですが。アメリカで

も、ファーストフードとレストランはサービスの概

念が全く違います。ファーストフードは一定の味を

短時間で食べまたはテイクアウトするためにある。

レストランは２時間の時間を買いに行く。旨いもの

を食べながら、その会話をどうやって楽しむかがレ

ストランなのです。だからレストランでは３万円払

うが、ファーストフードはなるべく安い 100 円で

時間を買う。つまりサービスの価値がはっきり定義

されて、それの顧客満足度に、コストをどれだけ払

うかということです。ただコストをたくさんかけた

のでは競争に負けますから、サービス産業は競争の

土俵を決めなくてはならない、グローバルレベルで

競争するのか、日本の国内でやるのか、あるいは北

海道の中でやるのか、あるいは町で一番おいしい

ラーメン屋を作るのかという土俵を決めて、それぞ

れのサービス産業が消費者に向かって厳しく価値提

供をやることによってサービス産業が利益をきちん

と得られるようになるし、顧客もサービス産業に対

するイノベーションへの期待と信頼性が高まると思

います。例えば金融業の ATM では取引の 95％は

ATM でやっています。それは全部個人が自己責任

で取引をやっているということです。その大部分は

個人です。個人は早くも ATM とインターネットに

変わりました。いまだに窓口に来ているのは中小企

業の古い経営者の事務員が相変わらず小切手と手形

と通帳と印鑑を持ってきます。従業員は信頼できな

いから、カードを渡せないと。それではインターネッ

トでやったらどうですかと言うと、頑として、銀行

の窓口に列を成しています。消費者で合理性のある

人は、ATM をすぐに受け入れます。しかし残る５％

の合理性のないわずかな人が生産性を著しく阻害し

て、銀行の窓口のコストを使っています。５％の人

のために本来受けるべき預金者の金利がそのコスト

に転化されて払われないでいる、バカなことをいつ

までも続けています。真に生産性をあげるためには、

合理性は完結すべきです。そういう世の中にしない

といけません。花王はオール・オア・ナッシングで、

やるなら 100％やる、やらないならやらない方が

いいという割り切り方です。IT 化の効果はわずか

な客が古いまま残ることによって著しく能率を阻害

すると思います。そのあたりの統計的な解析も必要

です。なぜ生産性が悪いのかをもう少しミクロに考

える必要があると思います。

長岡貞男 氏：

　どうもありがとうございました。今日は非常に活

発な議論と、豊富なプレゼンテーションをしていた

だいてありがとうございました。サービス産業の生

産性というのはおそらく今もお話がありましたよう

に、サービス業や特定の企業だけでは完結していな

いような問題もあり、セクター全体、あるいは製造

業とのリンクも含めて全体像を見ながら分析をして

いく必要性もあると思います。サービス業はモノの

生産と違いまして、消費の差別化の可能性、あるい

はバンドリングすることのメリットの大きさも違い

ます。更にデータの整備も含めて。今後 RIETI と
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してもやるべき課題はたくさんあると思っておりま

すので、ご指導をいただきながら研究を深めていき

たいと思っております。今日は、非常によいコンファ

レンスにしていただいたと思います。長時間ご清聴

をいただきましてどうもありがとうございました。
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